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第１章 総則

（要綱の目的）

第１条 この要綱は、「グローバル人材育成支援事業（以下、「奨学金事業」という）」の適正かつ確実な

運営を図ることを目的とする。

（奨学金事業の目的）

第２条 仙台都市圏での創業や就職を希望する、意欲的な学生の海外留学及び海外インターンシッププ

ログラム参加を促進することにより、学生を、国際的な舞台に積極的に挑戦し活躍でき、文化や言葉、

生活習慣の違う人とともに協働し、新しいものを生み出すことができるグローバル人材として育成し、

仙台都市圏での創業や地場企業での就職により、地場企業へのグローバル人材の定着を通して地域の

国際化・活性化に寄与し、仙台都市圏の国際競争力を高めていくことを目的とする。

（定義）

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

（１）奨学金 海外留学又は海外インターンシッププログラム参加にあたり学生に貸与するものをいう。 

（２）奨学生 奨学金の貸与を受けるものをいう。

（３）県内高校 宮城県内に設置された学校教育法に定める高等学校のことをいう。

（４）県内大学 宮城県内に本部を置く学校教育法に定める大学及び高等専門学校のことをいう。

（５）学生 第３号に定める県内高校の卒業者又は第４号に定める県内大学に在籍する正規学生で、募

集時において海外留学前の者をいう。

（６）海外留学 学位または単位の取得を目的に最低４か月以上、海外の大学に留学することをいい、

本要綱で定める留学は次の直接留学、協定留学及び協定外留学をいう。



（７）直接留学 県内高校を卒業し直接、海外の大学に進学する留学をいう。 

（８）協定留学 海外の大学との協定に基づき、県内大学に在籍したまま、海外の大学への派遣プログ

ラムに参加する留学をいう。 

（９）協定外留学 協定留学以外の海外留学で、教授会等で認められ、単位取得を目的に県内大学に在

籍したまま海外の大学へ行く留学をいう。 

（10）海外インターンシッププログラム 海外の企業で職業体験を行なうこと。なお、インターンシッ

ププログラムの期間は最低２週間以上とする。 

（11）地場企業等 登記事項証明書において、仙台都市圏に本店又は主たる事務所を置く株式会社、合

名会社、合資会社、合同会社、有限会社、弁護士法人、監査法人、税理士法人、行政書士法人、司

法書士法人、特許業務法人、社会保険労務士法人、土地家屋調査士法人、一般社団法人、一般財団

法人又は特定非営利活動法人のことをいう。 

（12）仙台都市圏 仙台市を含む次の地域。塩竈市，名取市，多賀城市，岩沼市，富谷市，亘理町，山

元町，松島町，七ヶ浜町，利府町，大和町，大郷町，大衡村。 

（13）創業 株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、弁護士法人、監査法人、税理士法人、行政書

士法人、司法書士法人、特許業務法人、社会保険労務士法人、土地家屋調査士法人、一般社団法人、

一般財団法人又は特定非営利活動法人を設立し、事業を始めること又は個人事業主として事業を始

めることをいう。 

（14）要返還者 奨学金の貸与を受け、その奨学金を返還する義務を有するものをいう。 

 

第２章 奨学金貸与要件等 

（奨学金貸与要件） 

第４条 海外に留学する学生又は海外インターンシッププログラムに参加する学生であって、次の各号

すべてに該当するものとする。 

（１）日本国籍を有すること 

（２）仙台市内に居住していること 

（３）仙台都市圏における創業又は仙台都市圏の地場企業等への就職を強く希望すること 

（４）協定留学、協定外留学又は海外インターンシッププログラム終了後、県内大学に戻り学位取得の

ため学業継続が予定されていること 

（５）心身共に健康で、法令を順守し、不法行為をしないこと 

（６）海外留学又は海外インターンシッププログラムに参加する年の４月１日現在の年齢が 29 歳以下

であること 

（７）公益財団法人仙台市産業振興事業団（以下、「財団」という）理事長（以下、「理事長」という）

が実施する事前研修会等に参加すること 

 

（貸与金額） 

第５条 海外留学希望者については、以下の通り定める。 



滞在経費相当額として、おおむね半年程度、海外に留学する学生には 55 万円以内を、おおむね１

年以上、海外に留学する学生には 110 万円以内を貸与し、他の奨学金との併用を可とする。 

２ 海外インターンシッププログラム参加希望者については、以下の通り定める。 

  海外インターンシッププログラムに参加する学生には、滞在経費相当額として 20 万円以内を貸与

し、他の奨学金との併用を可とする。 

３ 第１項、第２項に係る金額については別表に定める。 

 

第３章 募集方法 

（募集方法） 

第６条 奨学生の募集は、年に複数回行うことができる。 

２ 奨学金の利用を希望する者は、次の各号の書類を理事長に提出しなければならない。 

（１）願書（本人が未成年の場合には、署名欄にその保護者による連署の上、押印が必要） 

（２）直接留学の場合は県内高校の卒業証書、それ以外の場合は在籍する県内大学の学生証の写し 

（３）海外留学決定を証明する書類又は海外インターンシッププログラムの受け入れが分かる書面（メ

ール等を出力したものも可） 

（４）成績証明書（発行から３か月以内のもの） 

（５）仙台市内の居住を確認できる書類の写し 

 

第４章 選考方法 

（選考委員会） 

第７条 選考委員会は次の各号から構成する。 

（１）財団の役員または財団の職員 

（２）仙台市経済局産業政策部の職員 

（３）前各号に定めるほか、理事長が必要と認めた者 

２ 選考委員会の開催に伴う事務は、財団が行う。 

３ 選考委員会の実施要領については、別に定める。 

 

（奨学生の決定） 

第８条 理事長は、選考委員会を開催し、奨学生を決定する。 

２ 決定にあたっては、書類審査及び面接を行い、その結果は本人に宛て書面により通知する。 

３ 奨学生の決定がなされた者は、第 10 条に定める連帯保証人を選任するとともに、以下に定めた書

類を速やかに提出しなければならない。 

（１）借入証書（様式第１号） 

（２）奨学金銀行振込依頼書（様式第２号） 

（３）銀行通帳の写し 

（４）海外留学希望者は海外留学先の大学への留学が決定したことのわかるもの 



（５）この他特に提出が必要と財団が認めるもの 

 

第５章 奨学生への支援 

（奨学生の支援） 

第９条 理事長は、奨学金事業の運営にあたり、県内大学等と協力し、次の各号の目的をもって奨学生

の支援を行う。 

（１）海外留学又は海外インターンシッププログラムを通じて奨学生の資質の向上を図るとともに、仙

台都市圏における創業又は地場企業等への就職を促進すること 

（２）奨学生の実情に応じて適切な支援を行うこと 

 

第６章 連帯保証人に関する事項 

（連帯保証人） 

第 10 条 奨学生の決定がなされた者は、奨学金の貸与を受けるにあたり、連帯保証人を選任しなけれ

ばならない。 

２ 前項の連帯保証人は、原則として本人の父又は母とする。父母がいない等の場合には、本人の兄弟

姉妹・おじ・おば等、４親等以内の成年親族（本人の配偶者を除く）とする。本人が未成年の場合は

親権者（親権者がいない場合は未成年後見人）とする。 

 

（連帯保証人に関する提出書類） 

第 11 条 選任された連帯保証人は、速やかに次の各号に定める書類を提出しなければならない。 

（１）本人、連帯保証人の自署及び押印された借入証書 

（２）連帯保証人の住民票の写し 

（３）連帯保証人の印鑑登録証明書及び収入に関する証明書 

 

第７章 内容の変更に関する事項 

（変更の届出） 

第 12 条 願書、借入証書等の内容に変更が生じた奨学生又は要返還者については、次の各号に定める

届出を行わなければならない。 

（１）休学、転学、退学した場合、又は停学その他の処分を受けた場合及び海外留学又は海外インター

ンシップの内容に変更が生じた場合は、直ちに、当該事実を証明する書類の提出により届出を行う

ものとする。 

（２）氏名、住所、その他重要な事項に変更があった場合は所定の変更届（様式第５号）により届出を

行うものとする。 

（３）連帯保証人を変更する場合は所定の変更届（様式第３号）により届出を行うものとする。 

（４）連帯保証人の氏名、住所、その他重要な事項に変更があった場合は、所定の変更届（様式第６号）

により届出を行うものとする。 



２ 前項第３号及び４号に規定する届出があった場合は、その結果について、連帯保証人変更通知（様

式第４号）により、奨学生又は要返還者、及び連帯保証人に通知する。 

 

第８章 奨学金貸与の停止及び取消し 

（貸与の停止及び取消し） 

第 13 条 奨学生が次の各号のいずれかに該当する場合は、奨学金の貸与を停止又は取消しをする。 

（１）第４条に定める奨学金貸与要件を満たさなくなった場合。ただし、直接留学中の者においては同

条第２号を適用しない。 

（２）長期病気療養、休学、停学、その他の処分等により、卒業の見込みがなくなった場合 

（３）退学等により学籍を失った場合 

（４）奨学金を辞退した場合 

（５）理事長からの奨学金事業運営に関する必要な指示に従わない場合 

（６）前各号に定めるほか、理事長が奨学生としてふさわしくないと認めた行為があった場合 

 

第９章 奨学金の返還に関する事項 

（奨学金の返還） 

第 14 条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当する場合は、貸与を受けた奨学金について、次項に定

めるところにより、その全額を返還しなければならない。 

（１）第４条に定める奨学金貸与要件を満たさなくなった場合。ただし、直接留学中の者においては同

条第２号を適用しない。 

（２）現在在籍する県内大学又は留学先の大学を卒業した場合 

（３）長期病気療養、休学、停学、その他の処分等により、卒業の見込みがなくなった場合 

（４）退学等により学籍を失った場合 

（５）理事長からの奨学金事業運営に関する必要な指示に従わない場合 

（６）前各号に定めるほか、理事長が奨学生としてふさわしくないと認めた行為があった場合 

２ 前項により返還を開始する場合は、要返還者に対し返還通知書（様式第７号）により通知する。 

３ 要返還者は、月賦による割賦返済とする。ただし、返還期限前に繰上げ返還することができる。 

４ 前項の定めにかかわらず、退学等奨学生の責めにより返還を行う場合又は返還の支払いを怠った場

合は、貸与した奨学金の全部又は一部について、理事長は即時に返還させることができる。 

５ 第１項の定めにかかわらず、奨学生が自己の都合又は在籍する大学の指示等により、申請していた

留学・インターンシッププログラム期間よりも短い期間で帰国した場合は、理事長は残りの期間に相

当する奨学金を即時に返還させることができる。なお、返還金額については日割り計算とし、奨学金

を申請日数で除し、残日数で乗じたものとする（小数点以下は切り捨て）。 

６ 奨学金には利息を付けない。 

 

（奨学金の返還猶予及び減額返還） 



第 15 条 次の各号のいずれかに該当するときは、奨学生又は要返還者の奨学金返還猶予及び奨学金減

額返還願（様式第８号）により、理事長は奨学金の返還猶予及び減額返還（願出によって月ごとの割

賦金を減額し、それにともない支払い回数の変更及び奨学金の返還期限の変更をいう。以下同じ。）を

行うことができる。 

（１）災害又は傷病により、返還が困難な場合 

（２）大学、大学院又はこれと同程度の学校に在籍する場合 

（３）前各号に定めるほか、真にやむを得ない事由により返還が著しく困難な場合 

２ 返済猶予及び減額返還の期間は、１年以内とし、さらに事由が継続する場合は、願出により重ねて

１年ずつ延長することができる。 

３ 第１項に規定する奨学金返還猶予及び奨学金減額返還についての願出があった場合は、その結果に

ついて、返還変更通知（返還猶予及び減額返還）（様式第９号）により要返還者及び連帯保証人に通知

する。 

４ 前項に規定する奨学金返還猶予及び奨学金減額返還についての願出があった場合は、１つの事由に

つき重ねて 10 年を超えることができない。 

５ 前項に規定する願出の期間については、原則として、12 か月以内とし、その期間は当該年度末日を

超えることができない。 

 

（奨学金の返還免除） 

第 16 条 次の各号のいずれかに該当するときは、奨学生又は要返還者の願出により、理事長は奨学金

の返還を免除することができる。 

（１）仙台都市圏において創業又は仙台都市圏の地場企業等へ就職し、その累計期間が 36 か月に達し

た場合 

（２）奨学生又は要返還者が死亡し、又は精神若しくは身体の機能に著しい障害を生じて労働能力を喪

失する等、その奨学金の返還未済額の全部又は一部について返還不能になった場合 

（３）その他、理事長が特にやむを得ない事情であると認める場合 

２ 前項第１号に該当し、奨学金の返還免除を受けようとする者は、創業・就職による奨学金返還猶予

願（様式第 10 号）を年度ごと、同様の願出を行い、かつ、創業・就職期間が延べ 36 か月に達する時

点で、創業・就職による奨学金返還免除願（様式第 12 号）により願出を行い、当該期間が経過した事

実を証明する書類を添付しなければならない。創業、就職、離職、廃業等の日が月の中途により１か

月未満の端数がある場合は、１か月に切り上げる。 

３ 前項に規定する創業・就職による奨学金返還猶予についての願出があった場合、その結果について、

創業・就職による返還猶予通知（様式第 11 号）により要返還者及び連帯保証人に通知する。 

４ 前項に規定する創業及び就職による奨学金返還免除についての願出があった場合は、その結果につ

いて、返還免除願出にかかる決定通知（様式第 13 号）により要返還者及び連帯保証人に通知する。 

５ 第１項２号に該当し、奨学金の返還免除を受けようとする場合は、奨学金返還免除願（死亡・障害）

（様式第 14 号）の提出により願出を行い、かつ、死亡による場合は戸籍抄本又は個人事項証明書等の



公的な証明書、精神若しくは身体の機能に著しい障害が生じて労働能力を喪失した場合は、その事実

及び程度を説明する医師又は歯科医師の診断書（様式第 15 号）を添付しなければならない。 

６ 前項に規定する願出があった場合は、その結果について、返還免除にかかる決定通知（様式第16号）

により要返還者及び連帯保証人に通知する。尚、前項に定める診断書において、精神又は身体の障害

の程度が第一級のものは全額返還免除を、第二級の者は４分の３の額について返還免除を行う。 

７ 第１項３号に該当し、奨学金の返還免除を受けようとする場合は、理事長が必要書類等について決

定する。 

 

（督促） 

第 17 条 要返還者から返還が適切に行われなかった場合、理事長は要返還者及び連帯保証人へ返還を

するよう督促等を行うことができる。 

２ 要返還者が正当な事由なく、奨学金の返還が延滞した場合、理事長は年 5.0%の延滞金を徴収するこ

とができる。なお、奨学金の返還を６か月滞納した場合、期限の利益の喪失により、直ちに支払期日

を到来させて、債務の一括弁済を求めることができる。 

３ 第１項により、督促等の債権回収の努力を十分に行ってもなお、返済がなされなかった場合、理事

長は債権放棄をすることができる。 

 

第１０章 雑則 

（実施細目） 

第 18 条 この要綱の施行に関し、必要な事項は別に定めることができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は平成 29 年９月１日から施行する。 

この改正は平成 30 年９月１日から実施する。 

この改正は令和２年４月１日から実施する。 

この改正は令和４年４月１日から実施する。 

この改正は令和５年４月１日から実施する。 

この改正は令和６年３月 25 日から実施する。  



別表（第５条関連） 

 

地域による奨学金日額（海外留学及び海外インターンシッププログラム参加希望者） 
 
 

地区 地域名・都市名 
指定都市 

奨学金額： 

3,200 円 

アビジャン 

アブダビ 

クウェート 

サンフランシスコ 

シンガポール 

ジッダ 

ジュネーブ 

ニューヨーク 

パリ 

モスクワ 

リヤド 

ロサンゼルス 

ロンドン 

ワシントン 

甲地方 

奨学金額： 

2,600 円 

・北米 

・欧州 

・中近東 

（アゼルバイジャン、アルバニア、アル

メニア、ウクライナ、ウズベキスタン、

エストニア、カザフスタン、キルギス、

ジョージア、クロアチア、コソボ、スロ

バキア、スロベニア、セルビア、タジキ

スタン、チェコ、トルクメニスタン、ハ

ンガリー、ブルガリア、ベラルーシ、ポ

ーランド、ボスニア・ヘルツェゴビナ、

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モ

ルドバ、モンテネグロ、ラトビア、リト

アニア、ルーマニア、ロシアを除く） 

 

【主な都市】 

アムステルダム 

アンカレッジ 

ヴァンクーバー 

エルサレム 

コペンハーゲン 

シアトル 

シカゴ 

チューリッヒ 

トロント 

ニューオリンズ 

ハンブルグ 

フランクフルト 

ブラッセル 

ホノルル 

ボストン 

マドリッド 

モントリオール 

ローマ 

 

 

地区 地域名・都市名 
乙地方 

奨学金額： 

2,300 円 

指定都市、甲地方、丙地方以外の地域 

 

【主な都市】 

ウェリントン 

クアラルンプール 

サンクトペテルブルグ 

シドニー 

ジャカルタ 

ソウル 

ソフィア 

タシケント 

バンコク 

プラハ 

ブダペスト 

マニラ 

メルボルン 

ヤンゴン 

丙地方 

奨学金額： 

1,900 円 

・アジア（インドシナ半島（シンガポー

ル、タイ、ミャンマー、マレーシアを含

む）、インドネシア、大韓民国、東ティモ

ール、フィリピン、ボルネオ、香港を除

く） 

・中南米 

・アフリカ 

 

【主な都市】 

カイロ 

ケープタウン 

サンパウロ 

上海 

台北 

ナイロビ 

ブエノスアイレス 

北京 

メキシコシティー 

リオデジャネイロ 

リマ 

 

 

 

 

 

 

※ 地区の区分は「国家公務員等の旅費に関する法律」（昭和 25 年法律第 114 号）及び「国家公務員等の旅費支給規定」（昭和 25 年

大蔵省令第 45 号）による。 


